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一1　産科医療補償制度原因分析委員会よ り脳性麻痺児発生予防の ために 3 ）産科処置の際の基本的留意事項

  子宮収縮薬に よる陣痛誘発 ・ 陣痛促進に際して の 留意点

北海道大学 水　上 　尚　典

　医学的適応の ない 妊娠 41週 未満の 分娩誘発が

予後を改善する との エ ビ デ ン ス は ない ．また
， 感

染や胎児心拍 パ ターン に つ い て 胎児の 状態が よ く
モ ニ ターされた分娩で は分娩時間延長 と妊娠予後
に関連は認め られ ない ．したが っ て

， 児の 状態に

問題が なければ，陣痛誘発，陣痛促進 い ずれであ

れ，子宮収縮薬 を用 い な い とい う選択肢が ある （す

なわ ち悪性腫瘍時の 抗がん剤使用や膠原病時の ス

テ ロ イ ド使用の ような 「強 い 必然性」に乏 しい ）．

その ため，子宮収縮薬使用 を選択 した場合に はそ

の 有害事象 を最小 とす る よ う社 会か ら求め られて

い る ．日本産科婦人科学会 と日本産婦 人科医会は

「子宮収縮薬 に よ る陣痛誘発 ・陣痛促進 に際 して

の 留意点 ：改訂 2011年版 （以 下，『留意点 2011』と

記載）」（全文が 「産婦人科診療 ガ イ ドライ ンー産科
編 2011」巻末に収載 されて い る）を 2011年 4 月に

発刊 し た．「産婦人科診療 ガ イ ド ラ イ ン
ー
産科編

2011」 は CQ404 ，　 CQ405 ，　 CQ409，な らび に CQ

412の Answer 中で ，「留意点 2011」の 順守を推奨
レ ベ ル A で 求め て い る ．したが っ て

， 子宮収縮薬

を使用する場合に は，常に 「留意点 20111を参照
し，使用基準か ら逸脱しな い よ う最大限の 努力を

払う，

　分娩監視装置装着後，子宮収縮薬投与 を開始す

る．PGE ，経口錠の 場合で あ っ て も同様 とする，子

宮収縮薬投与中は トイ レ歩行時以外 ， 分娩監視装

置を外さな い ．開始時投与速 度 （オ キ シ トシ ン 5
単 位／500mL の 場 合 12mL／時 間 以 下 の 速 度，

PGF 、a　3，000μg／500mL の 場合 30mL／時間以下）を

確認 し，増量する場合に は前回増量か ら 30分以上

経て い る ことを確認する．胎児心拍パ ターンにつ

い て 注意を払い ，異常胎児心拍パ ターン出現時 に

は 「子宮収縮薬投 与継続 の 可否に つ い て 検討す

る⊥必要 と認めた場合には子宮収縮薬の 減量ある

い は投与を中止する．

  吸引分娩におけるク リス テ レ ル 圧 出法の 問題点

北 里 大学 海 野 信 也

1

　 ク リス テ レ ル 胎児圧 出法は，児お よび母体へ の

侵襲 の 大 きさ ・合併症の 危険 とい う観点か ら
， 行

うべ きで ない とす る成書もあ り， 行 う場合 も他の

術式の 補助手段 として慎重 に行 うべ きである とい

う記載が多 い ．そ の
一方で特別な器械 を必要とし

ない 手軽さ とそ の 成功率の 高さか ら，安易に施行

されて い る傾 向がある．本法につ い て も，産科手

術 として適応 と要約を明確に認識した上 で施行さ

れ る必要が ある．吸引分娩にお い て 補助 手段 とし

て施行 される場合は，通常の 吸引遂娩術 の 要約に

加 えて，「母体腹 部 に異常所見が な い ．」「子 宮奇

形 ・子宮腫瘍が ない ．」「成熟児 で 重度 の 胎児仮死

徴候が ない ，」とい う 3項 目の 追加が必要で ある．

また，単独 で施行 され る場合は，牽引に よる骨盤

誘導線にそ っ た誘導が で きない 点を考慮し て 児頭
の 高さ に つ い て よ り厳 し い 条件が必要で あ り， 「吸

引適位」か ら 「児頭排臨 （ある い は児頭出口部）」
に変更す るべ きで あろ う．

　本講演で は，歴 史的 な考察を含め，現代の 産科
医療における ク リス テ レ ル 胎児圧 出法の 位置づ け

に つ い て検討する．
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